
今別町学生下宿代等費用助成金交付要綱 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和８年９月４日 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今教委訓令第１号 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、定住人口の確保及び移住促進を兼ねた教育環境の充実を図るため、高等

学校及び大学等（短大、大学院、特別支援学校、専修学校含む）へ通学することを主たる目的

として親元を離れ、下宿や学生寮等へ入居する者に対し、家賃の一部を助成するものである。 
 
（助成対象） 
第２条　高等学校及び大学等（短大、大学院、特別支援学校、専修学校含む）へ通学することを

主たる目的として、親元を離れ、旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第２条第５号に規定

する施設（以下、下宿という）のほか、学生寮やアパートに係る家賃支払額の一部を助成する

ものとする。 
 
（助成対象者） 
第３条　助成金の交付を受けることができる者は次の各号に該当する者とする。 
（１）通学のため下宿等に入居する者の保護者（生計を同一とする者）が今別町の住民基本台帳

に登録されている者で、かつ今別町での居住実態のある者。 
（２）交付対象者及び交付対象者の属する世帯全員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に該当しないこと。 
（３）その他、趣旨に資するとして町長が必要と認めた者。 
 
（助成対象期間） 
第４条　毎年度４月１日から翌年３月３１日までの間とする。 
２　助成金の交付期間については、前項で定めた交付期間において、次の各号のいずれか　 
　に該当したときは、当該事由が発生した月までとする。 
（１）第２条及び第３条の要件を満たさなくなったとき。 
（２）助成対象者が町外に転出したとき、又は町内に住所を有さなくなったとき。 
 
（助成の額） 
第５条　 この要綱による交付金の額等については、別表１に掲げるとおりとし、千円未満の額
は切り捨てとする。 

 
（交付申請） 
第６条　交付申請者は、第３条の者とする。 
２　助成を受けようとする者は、「今別町学生下宿代等費用助成金交付申請書」（第１号様式）

に次の各号に掲げる書類を添付して、今別町長（以下「町長」という。）へ提出するものとす

る。 
（１） 家賃助成の場合は家賃支払証明書（第２号様式） 
（２） 初回の申請時のみ、学生証の写しもしくは通学証明書の写しと振込先口座の写し 
（３） その他町長が必要と認める書類 
 



（申請期限） 
第７条　助成を求める場合は４月から６月までの家賃を６月末までに申請し、７月から９月ま 
での家賃を９月末までに申請し、１０月から１２月までの家賃を１２月末までに申請し、１月か

ら３月までの家賃を３月末までに申請するものとする。 
 
（交付・助成の取消） 
第８条　町長は、申請者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、申請者に助成金を返

納させなければならない。 
（１）虚偽の申請によって助成金の交付を受けたとき。 
（２）利用者の事由により、第３条に該当しなくなったとき。 
（３）申請者及び同居人等において、反社会勢力に属していることが認められたとき。 
 
 
附　則　 
１　この要綱は、公布の日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 
 
 
別表１（第５条関係） 

 

 区分 補助額 補助上限額 交付期間の上限

 下 宿 及

び 学 生

寮、アパ

ー ト 等

の家賃

下宿等に係る家賃支払金額の

２分の１。 
　複数月の家賃を支払した場合、

家賃支払額を合算し、助成額を算

出する。 
　ただし、算出した額に 1,000円
未満の端数があるときは、これを

切り捨てる。

１月当たり 
25,000円 
 
年額 
300,000円

申請時に在学する学校等の課

程を最短期間で修了するまで 
・高等学校　　　３年間 
・大学（短大・大学院・専門学

校） 
原則、各課程で定められた、修

了に最低限必要となる修業年

限 


